
　　　　　　財務諸表に対する注記（法人全体用）

１、継続事業の前提に関する注記

　債務は無く、継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象または状況は存在しない。

２、重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし
(2) 固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品…平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定額法、
　平成１９年４月１日以降に取得したものについては定額法によっている。
・リース資産…該当なし

(3) 引当金の計上基準
・退職給付引当金…鳥取県民間社会福祉施設職員共済会へ預け入れた共済金と

　　 　　同額を計上している。
・賞与引当金…支給対象期間に基づき、当期に属する期間分を引当計上している。

３、重要な会計方針の変更

　　平成２５年度より、社会福祉法人会計基準に準拠。

４、法人で採用する退職給付制度
　・独立行政法人福祉医療機構が行っている「社会福祉施設職員等退職手当共済制度」及び

　　社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会が行っている「鳥取県民間社会福祉施設職員共済会」

　　制度による。

５、法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表…（第1号の１様式、第2号の１様式、第3号の１様式）
(2) 事業区分別内訳表…当法人では、収益事業・公益事業を実施していないため省略した。
(3) 拠点区分別内訳表…当法人では拠点が１つのため省略した。
(4) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表…第1号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式
(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　倉吉愛児園拠点（社会福祉事業）
　サービス区分
　　　ア　　「保育所　倉吉愛児園」
　　　イ　　「本部」

６、基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位 : 円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
33,614,313 0 0 33,614,313
30,791,502 237,600 1,921,434 29,107,668

55,882 0 7,935 47,947
64,461,697 237,600 1,929,369 62,769,928

７、会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

8、担保に供している資産

該当なし

基本財産の種類

合　　計
建物附属設備（基本）

建　　物
土　　地



９、固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位: 円)

１０、債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
         債権の当期末残高は、以下のとおりである。 (単位: 円)

１１、満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２、関連当事者との取引の内容

　　　　　要件に該当するような関連当事者との取引はなし

(単位: 円)

役員の
兼務等

事業上の
関係

１３、重要な偶発債務

該当なし

１４、重要な後発事象

該当なし

１５、その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
　　　するために必要な事項

該当なし

関係内容
取引の
内容

取引金額 科　目 期末残高

合　計 302,679 0 302,679

種 類
法人等の

名  称
住  所 資産総額

事業の
内容又は

職業

議決権の
所有割合

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

未収金 302,679 0 302,679

17,976,812 16,591,729 1,385,083
　合     計 121,106,892 86,694,943 34,411,949

4,236,000 1,853,099 2,382,901
 　   車輌運搬具 467,580 384,564 83,016

182,700 134,753 47,947
  　 建物（物置） 3,445,000 1,931,666 1,513,334

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 94,798,800 65,799,132 28,999,668
建物附属設備

   　　  構築物

  　 器具及び備品


